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： 令和 2 年 9 月

： 令和 8 年 3 月

： 令和 3 年度 令和 12 年度

１．事業概要

（１）

人

（２） 使　用　料　形　態　

※取扱い種別、施設ごとの状況が分かるよう記載すること。

広 域 化 実 施 状 況

民 間 活 用 の 状 況

売 上 高 割 使 用 料 の
概 要 ・ 考 え 方

　本市の使用料は、費用（減価償却費、修繕費、人件費等）と使用料収入が等しくなるように設定す
る考え方（総括原価方式）を基本として設定していますが、県内他市場の状況も踏まえ次のとおりと
しています。
　・鮮魚介類及びその加工品　4.4/1,000
　・船内冷凍魚介類及び北洋底引き魚介類等　2.2/1,000

施 設 使 用 料 の
概 要 ・ 考 え 方

使 用 料 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

平成2年4月1日

前 回 の 移 転
又 は 再 整 備 年 度

昭和43年度 次 回 再 整 備 予 定 年 度

 ア　民間委託
　卸売業者として久慈市漁業協同組合に市場の使用を許可してい
ます。

 イ　指定管理者制度 　該当なし

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ 　該当なし

事　業　形　態

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

非適 事 業 開 始 年 月 日 昭和43年4月1日

職 員 数 1 市 場 種 別 区 分 地方卸売市場

改 定 日

久慈市営魚市場事業経営戦略

団 体 名 久慈市

事 業 名 久慈市魚市場事業

策 定 日

計 画 期 間 ～



（３） 現在の経営状況
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２．将来の事業環境

（１）

年間取扱高
（t）

※過去３年度
分を記載

年間税込
売上高

（百万円）
※過去３年度

分を記載

　近年の当市場の取扱高については、東日本大震災以降、減少傾向となっています。特にサケ・マスについては当市の主力魚種で
あったが、令和７年度の水揚げは近年で最も低いものとなりました。河川遡上及び海産の親魚の確保が難しいため稚魚の放流もで
きていないことから、今後も最低水準で推移することが見込まれます。また、サバ・イワシについて、これまで巻網船の誘致活動を
積極的に行っていたが、冷凍保管施設の減少により受入れが難しく、今後の増加が見込めない状況となりました。
　一方で、令和７年４月に約７年９か月続いた黒潮大蛇行が終息し、同年は震災以降不調であったスルメイカの取扱高が増加しま
した。海洋環境の状況を予測することは困難ですが、今後は一定水準までの回復が期待できます。また、久慈湾の静穏域を活用し
た海面養殖事業について、大型の生簀を２基追加し事業拡大を図るなど、収益確保に向けた取組みを展開していることから、養殖
における取扱高は増加することが予想されます。
　海洋環境の変化や水産資源量の減少等でこれまでの状況が大きく異なっており、令和３年度から令和７年度までの取扱高は当
初計画の見通しより低いものとなりました。今後の見通しとして、直近５カ年の平均を基本とし、黒潮大蛇行の終息と海面養殖事業
の増加を考慮し、取扱高を約6,500ｔとしました。

4,122

4,999

4,963

1,057

1,640

1,555

【上記の収益、資産等の状況等を踏まえた現在の経営状況の分析】
　本市市場は、経常収支比率及び経費回収率が100％を下回っており、他会計補助金比率も50％以上あることから他会計繰
入金に依存した経営状況にあります。
　また、年間取扱高が減少傾向にあることから、使用料収入額も同様の傾向にあります。
　一方、施設の老朽化について見てみると、有形固定資産減価償却率が80％以上と高い状況ですが、これは耐用年数を超え
て使用している資産があるためです。
　今後の課題としては、施設の使用状況を勘案し、使用状況の低い施設を廃止するなど、規模の適正化を行うことで他会計繰
出金に依存した経営からの脱却が挙げられます。

取扱高（ｔ）の見通し

有 形 固 定 資 産 原 価 償 却 率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

　Ｒ６ 86.3% 　Ｒ５ 85.7% 85.0%

54.6%

経 費 回 収 率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

　Ｒ６ 45.8% 　Ｒ５ 43.5% 28.8%

他 会 計 補 助 金 比 率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

　Ｒ６ 54.2% 　Ｒ５ 56.5% 71.2%

1,057

経 常 収 支 比 率
（ 又 は 収 益 的 収 支 比 率 ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

　Ｒ６ 59.5% 　Ｒ５ 59.9%

合計

1,555

1,640

4,122

野菜 果実 水産物 肉類・鳥類・卵類 その他

4,963

4,999

野菜 果実 水産物 肉類・鳥類・卵類 その他 合計



（２）

（３）

（４）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り。

（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

使用料収入の見通し

施設の見通し

組織の見通し

　「食の安全」を重視した市場の運営を図り、「公設民営」をベースとしたスキームの構築を目指し、経営基盤の強化を図ります。

①　収支計画のうち投資についての説明

　（１）の取扱高の推計を踏まえ、使用料収入を約1,100千円と見込みました。

　事業開始から52年が経過しているものの、事務所建物及び第２卸売場については法定耐用年数内とされているため、更新は直
近の課題となっていません。
　ただし、第１卸売場場については、法定耐用年数が経過していることから、適正な管理や修繕により可能な限り耐用年数を延ば
すことで、設備投資の増加を抑制しています。

　林業水産課漁政係全２人のうち、卸売市場の管理に関わる職員は１人であり、兼任職員です。
　今後も現行の人数を維持することを想定しており、異動に伴い職員が代わってもノウハウの継承が行えるよう業務の見える化
や、共有、研修の充実を図ります。

　事務所建物及び第２卸売場については法定耐用年数内であり、定期的なメンテナンスを実施することとし、法定耐用年数が経過
している第１卸売場及び関連設備については、適正な修繕・更新により可能な限り投資増加を抑制します。

　独立採算制の原則に則り、自主財源による経営を維持することを基本に、健全な経営に努めます。また、計画期間における財源
の概要は次のとおりです。
　(1) 使用料収入
　　　施設使用料収入は、売上高割方式を採用しており、近年の不漁により水揚げ金額が低調に推移していますが、今後、魚類養
　　殖の本格稼働が見込まれるため、水揚状況及び卸売業者の経営状況を勘案し、使用料の割合を再考します。
　(2) 繰入金
　　　総務省の繰出基準に基づく金額のみの繰入れを基本として行っています。独立採算の原則に沿って、繰出基準に基づく金額
　　のみを一般会計から繰り入れて事業を運営していく予定ですが、今後の水揚状況を勘案した対応とします。

　最小の費用で最大のサービスを提供することにより公共の福祉の増進に資する地方公営企業の本旨に立ち返り、引き続き経費
節減を図ります。計画期間における投資以外の経費は次のとおりです。
(1) 職員給与費
　職員給与費職員数については、今後も令和元年度の状況が継続するものとして見込んでいます。

②　収支計画のうち財源についての説明



（３） 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

　現在の公設民営の方式を継続します。

そ の 他 の 取 組

広 域 化
　南北約30㎞の沿岸海域により漁獲される水産物を取り扱っており、距離的理由からこれ以上の
広域化は現実的に困難です。

そ の 他 の 取 組

使 用 料 　水揚状況及び卸売業者の経営状況を勘案し、使用料の割合を再考します。

繰 入 金
　市債償還金の充当を基本とし、水揚金額の減少による使用料の減収状況を勘案して支出の有無
を判断します。

経 営 戦 略 の 事 後検 証、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　毎年度、経営戦略と実績値の比較を行い、５年を目途に適切な事後検証を行うほか、投資・財政
計画と実績に大幅な乖離が生じた場合には随時、見直しを行います。

そ の 他 の 取 組

委 託 料 　施設の維持管理に係る委託料については、引き続き必要最小限にとどめます。

管 理 運 営 費 　現在の公設民営を継続します。

職 員 給 与 費
　久慈市魚市場事業特別会計からの職員給与費の支払いは、職員１人６か月分としており、最小限
の経費にとどめていることからこれを継続します。

投 資 の 平 準 化 　建物及び設備の改修は計画的に実施します。

民 間 活 用



（単位：千円，％）
年　　　　　　度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

区 分 決 算 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度

1 (A) 7,881 11,116 9,710 9,599 9,947 8,158 9,482 11,060 11,060 11,060 11,060 11,060

（１） (B) 5,942 5,843 2,776 4,651 7,217 6,841 9,045 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000

ア 5,942 5,843 2,776 4,651 7,217 6,841 9,045 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000

イ (C)

ウ

（２） 1,939 5,273 6,934 4,948 2,730 1,317 437 60 60 60 60 60

ア 1,930 5,265 6,933 4,946 2,728 1,315 432

イ 9 8 1 2 2 2 5 60 60 60 60 60

２ (D) 7,881 11,116 9,710 9,599 9,947 8,158 9,482 9,064 8,932 8,804 8,674 8,541

（１） 6,144 9,497 8,211 8,222 8,695 7,033 8,486 8,200 8,200 8,200 8,200 8,200

ア 4,228 4,535 4,367 4,398 4,410 4,516 4,564 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500

イ 1,916 4,962 3,844 3,824 4,285 2,517 3,922 3,700 3,700 3,700 3,700 3,700

（２） 1,737 1,619 1,499 1,377 1,252 1,125 996 864 732 604 474 341

ア 1,737 1,619 1,499 1,377 1,252 1,125 996 864 732 604 474 341

1,737 1,619 1,499 1,377 1,252 1,125 996 864 732 604 474 341

イ

３ (E) 1,996 2,128 2,256 2,386 2,519

1 (F) 6,172 6,290 6,410 6,532 6,657 6,783 6,913 7,045 6,685 6,812 6,943 7,076

（１）

（２） 6,172 6,290 6,410 6,532 6,657 6,783 6,913 5,049 4,557 4,556 4,557 4,557

（３）

（４）

（５）

（６）

（７） 1,996 2,128 2,256 2,386 2,519

２ (G) 6,172 6,290 6,410 6,532 6,657 6,783 6,913 7,045 6,685 6,812 6,943 7,076

（１）

（２） (H) 6,172 6,290 6,410 6,532 6,657 6,783 6,913 7,045 6,685 6,812 6,943 7,076

（３）

（４）

（５）

３ (I)

(J) 1,996 2,128 2,256 2,386 2,519

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

収
益
的
支
出

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資
本
的
支
出

そ の 他

収 支 差 引 (F)-(G)

収 支 再 差 引 (E)+(I)

工 事 負 担 金

そ の 他

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

うち資本費平準化債償還金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

収 支 差 引 (A)-(D)

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

そ の 他

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

総 費 用



（単位：千円，％）
年　　　　　　度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

区 分 決 算 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度

(K)

(L)

(M)

(N) 1,996 2,128 2,256 2,386 2,519

(O)

(P)

(Q)
(Q)
(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 5,942 5,843 2,776 4,651 7,217 6,841 9,045 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

区 分 決 算 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度

1,930 5,265 6,933 4,946 2,728 1,315 432

1,930 4,468 3,962 3,844 2,728 1,315 432

797 2,971 1,102

6,172 6,290 6,410 6,532 6,657 6,783 6,912 5,049 4,557 4,556 4,557 4,557

3,086 3,145 3,205 3,267 3,328 3,392 3,456 3,522 3,342 3,406 3,471 3,538

3,086 3,145 3,205 3,265 3,329 3,391 3,456 1,527 1,215 1,150 1,086 1,019
8,102 11,555 13,343 11,478 9,385 8,098 7,344 5,049 4,557 4,556 4,557 4,557

57.8% 70.8% 70.8%59.5% 68.7%

赤 字 比 率 （ ×100 ）

70.8% 70.8%

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

収 益 的収支比率 （ ×100 ） 56.1% 63.9% 60.2%

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

積 立 金

前年度からの繰越金

前年度繰上充用金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

59.9% 54.6%

健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

地 方 債 残 高

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額


